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４０歳未満の組合員に係る健康診断の記録の提供について（依頼） 

 平素より当共済組合の保健事業について格別の御高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

このことについて、公立学校共済組合北海道支部では、令和７年度から、地方公務員等共

済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第１１２条に基づき、４０歳未満の組合員の健康診

断の記録の収集を行います。 

健康診断の記録の内容及び提供方法については次のとおりですので、関係団体等への周

知とともに、実施に遺漏なきようお願いいたします。 

なお、令和６年度に実施した健康診断について記録の提供が可能な場合は、先立って提供

して差し支えありません。 

また、４０歳以上７４歳以下の組合員については、同法に基づき引き続き健康診断の記録

の提供を依頼しますので、よろしくお願いします。 

 

                  記 

１ 提供を依頼するデータ 

貴職が所管する所属所の４０歳未満の組合員（短期組合員を含む）に係る健康診断の記

録の写し 

２ 健診項目 

別紙「４０歳未満における健診項目」及び「標準的な質問票」のとおり 

なお、４０歳以上７４歳以下における健診項目及び標準的な質問票については令和６

年３月１３日付け公共北第２１５３号にて通知したとおり変更ありません。 

３ 提供方法 

健康診断実施後速やかに、厚生労働省の定める電子的なデータ標準様式に基づき作成

されたＸＭＬファイルを光ディスクに収録して提出してください。 

ただし、ＸＭＬファイルの作成が困難な場合は、健診結果（問診票回答含む）を収録し

たＥｘｃｅｌファイル（ｃｓｖ形式も可）又は対象者ごとの健康診断結果通知書の写し及

び問診票の写し（紙コピー）を提出してください。 

４ 費用負担等 

（１）データの作成（健康診断の記録を、共済組合への提供を前提としたデータとしてあ

らためて作成した、又は加工した場合に限る。）及び共済組合への送付に関して生じ



た費用は、共済組合が負担します。 

（２）上記（１）に係る費用は、データの提供の際に、当該費用を実際に負担した学校設

置者又は健診機関等から共済組合に請求するものとします。 

５ 覚書について 

学校設置者、定期健康診断実施医療機関及び当支部の三者で取り交わしている「特定健

康診査に係る健康診断の記録の提供等に関する覚書」について、令和７年度以後は４０歳

未満の組合員を含む内容で作成を依頼する予定です。 

６ 参考法令及び通知等（別紙参照） 

・ 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第１１２条 

・ 厚生労働省通知「定期健康診断等及び特定健康診査等の実施に係る事業者と保険者の

連携・協力事項について」（令和２年１２月２３日付け基発１２２３第５号・保発１２

２３第１号、令和５年７月３１日一部改正） 
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